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要旨 
 
 東日本大震災を起因とする福島第一原発事故では、放射性物質が飛散することで農地に降
り注いだ放射性物質が土壌中に蓄積し、作物中に混入することが問題になった。そこで私
は非食用植物をカバープランツとして栽培し、放射性物質を吸収させることにより、土壌
からの放射性物質の除去、及び作物への吸収抑制に効果が見られると考えた。 
本研究では牧草であるイタリアンライグラスをカバープランツとして栽培することで土
壌除染効果を、そして、栽培したイタリアンライグラスを除去した後、野菜を栽培するこ
とで野菜への放射性物質の吸収抑制効果を検証した。 
本研究の結果から、まず、今後、自然条件下での土壌中の放射性 Cs 濃度の大きな低下は
見込まれないことが予想される。また、イタリアンライグラス栽培による十分な放射性物
質の除染効果を得ることはできなかったが、野菜への吸収抑制効果に関しては期待できる
かもしれないという結果であった。  
今回、実験に使用した福島市圃場の土壌中放射性 Cs 濃度は、この 2 年間で約 1800 Bq/kg
へと低下した。この値を空間線量率で示すと約 0.3 μSv/h になり（文部科学省）、1 年間で
約 2600 μSv の放射線を受けることになる。これは成田-ニューヨークの航空機として往復
一回の被ばく線量を 150 μSv とすると（放射線医科学総合研究所）、年間十数往復分に相当
する。 
私がこの 3 年間、福島市圃場での調査、栽培に関わった経験も交えると、風評被害対策
がまだまだ必要であるが、収穫した野菜からは基準値を超える放射性Csはまず出ないこと、
福島の土地で生活し、農作業での被ばく量は航空機乗務員とほぼ同等であることから、現
地における農業継続は十分可能と考える。 
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Ⅰ．序論 
 
Ⅰ-1．背景 
平成 23（2011）年 3 月 11 日 14 時 46 分頃、三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の
「東北地方太平洋沖地震」が発生した。この地震により宮城県北部で最大震度 7、宮城県南
部・中部、福島県中通り・浜通り、茨城県北部・南部及び栃木県北部・南部で震度 6 強、
岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部、福島県会津、群馬県南部、埼玉県南部、千葉県北
西部で震度 6 弱を観測した。また、この地震に伴い最大で高さ 9.3 m 以上（福島県相馬市）
の津波を観測するなど、大地震と大津波により岩手県、宮城県、福島県の 3 県を中心に東
日本の広い地域に甚大な被害が生じた。さらに、この地震と津波により福島県の東京電力
株式会社福島第一原子力発電所が大きな被害を受け、大規模かつ長期にわたる原子力事故
が発生した。その事故により放射性物質による大規模な汚染というこれまでに経験のない
被害をもたらした。中でも福島県の被害は深刻なものであり、特に、福島第一原子力発電
所から半径 20 km 圏内は警戒区域とされており、立ち入りが制限されている。 
また、福島第一原子力発電所の事故に起因する放射性物質による汚染は大気や土壌だけ
でなく農畜産物にも広がった。主に米や牛肉、それ以外にも野菜、果実、原乳等の出荷制
限や摂取制限の指示が行われた[1]。田んぼや畑、牧場など農業用地の放射性物質による汚
染は深刻な問題である。中でも、セシウム 137 は半減期が 30 年と長く、自然になくなるこ
とは期待できない。そのため土壌からの放射性物質の除去、及び作物への吸収抑制方法が
求められている。 
 
Ⅰ-2．汚染土壌の除去、及び作物への吸収抑制方法 
そこでバイオレメディエーション、ファイトレメディエーションといったような植物を
用いて土壌の汚染除去の方法を考えた。バイオレメディエーションは、微生物、菌類、植
物などを使って有害物質で汚染された自然環境を浄化する技術で、ファイトレメディエー
ションはその中でも植物が根から水分や養分を吸収する性質を利用した土壌、水質の浄化
技術である[2,3]。本研究では、その対応の一つとして牧草などの非食用植物をカバープラ
ンツとして放射性物質を一時的に吸収させ、放射性セシウムを枯渇させた状況を一時的に
つくった。その後、食用とする作物を栽培することで作物への放射性物質吸収抑制を試み
た。 
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Ⅰ-3．空間線量率・土壌中放射性セシウム濃度の推移 
a．空間線量率 
本研究を進めるにあたり、現在の汚染状況を把握するため、空間線量率・土壌中放射性
セシウム濃度がどのように推移しているか調べた。国は東京電力福島第一原発事故以降、
航空機モニタリングにより、地表面から 1m の高さの空間線量率の状況を面的に把握してい
る。モニタリングの測定結果を平成 23 年 11 月と平成 25 年 9 月で比較したところ、測定地
域により違いはあるものの、半径 80km 圏内の空間線量率が平均して約 47%減少している
ことが確認された（図 1）。この期間における放射性セシウムの物理的半減期から計算した
空間線量率の減衰は約 34%であることから、残りの約 13%は風雨などの自然要因等により
減少しているものと考えられる。東京電力福島第一原発事故発生後 3 年が経過し、放射性
物質は物理的な減衰や自然要因等によって大幅に減少してきている。 
福島市に関しても、空間線量率が物理的な減衰や自然要因等によって年を経るごとに低
下している（表 1）。平成 24 年 3 月においては、0.5μSv/h 未満の地域が 22%を占めていた
が、平成 26 年 3 月においては、77%を占めている。また、平成 24 年 3 月においては 1.0μSv/h
未満の地域は 72%であったが、平成 26 年 3 月には全地域で 1.0μSv/h 未満となっている（図
2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1．空間線量率マップ 
（東京電力福島第一原発から約 80km 圏内の地表面から 1m 高さの空間線量率） 
[出典データ] 
a．文部科学省 「第 4 次航空機モニタリングの測定結果について」 
b．原子力規制庁 「東京電力福島第一原子力発電書事故から 30 ヶ月後の航空機モニタリング
による空間線量率について」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a．2011 年 11 月時点 b．2013 年 9 月時点 
凡例：地表面から 1ｍの高さの空間線量率(ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間) 
19.0＜ 
9.5-19.0 
3.8-9.5 
1.9-3.8 
1.0-1.9 
0.5-1.0 
0.2-0.5 
0.1-0.2 
≦0.1 
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表 1．福島県における空間線量率の推移[単位：ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/時間] 
 福島市 
県北保健福祉事務所 
会津若松市 
合同庁舎 
いわき市 
合同庁舎 
震災前の平常時 0.04 0.04～0.05 0.05～0.06 
2011 年 4 月 1 日 2.74 0.24 0.66 
9 月 1 日 1.04 0.13 0.18 
2012 年 3 月 1 日 0.63 0.1 0.17 
9 月 1 日 0.69 0.1 0.1 
2013 年 1 日 0.46 0.07 0.09 
9 月 1 日 0.33 0.07 0.09 
 [出典データ]福島県 県内 7 方部 環境放射能測定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2．福島市における地域ごとの空間放射線量分布の推移 
[出典データ]福島市 
3.7% 
18.4% 
27.1% 
22.7% 
18.6% 
5.0% 
2.9% 
1.3% 
0.3% 
平成24年3月福島市の地域における 
空間線量率の測定分布 
0.23μSv/h未満 
0.23以上0.5μSv/h未満 
0.5以上0.75μSv/h未満 
0.75以上1.0μSv/h未満 
1.0以上1.25μSv/h未満 
1.25以上1.5μSv/h未満 
1.5以上1.75μSv/h未満 
1.75以上2.0μSv/h未満 
2.0以上2.25μSv/h未満 
19.8% 
57.4% 
21.0% 
1.8% 
平成26年3月福島市の地域における 
空間線量率の測定分布 
0.23μSv/h未満 
0.23以上0.5μSv/h未満 
0.5以上0.75μSv/h未満 
0.75以上1.0μSv/h未満 
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b．土壌中放射性セシウム濃度 
空間線量率は年を経るごとに低下していることが確認された。では、土壌中の放射性セ
シウム濃度の推移はどうか。福島市で 2011 年 6 月に採取された土壌中からセシウム 134 が
1065 Bq/kg、セシウム 137 が 1180 Bq/kg の合計約 2600 Bq/kg 検出された[4]。その 1 年半
後の2012年12月に採取された土壌中からセシウム134が680 Bq/kg、セシウム137が1140 
Bq/kg の合計約 1800 Bq/kg 検出された。セシウム 134 が 1180 Bq/kg から 680 Bq/kg まで
大幅に減少していることから、土壌中放射性セシウム濃度の減少はセシウム 134 の半減期
（約 2 年）による壊変が主な原因だと考えられる。よって土壌中の放射性物質も物理的な
減衰や自然要因等によって大幅に減少してきていると言える。 
 
Ⅰ-4．農地における除染方法 
そのような状況の中で、農地における除染はどのような方法で実施されているか調べた。
まず、農地の除染に当たっては、農地に堆積した放射性物質による外部被ばくを可能な限
り引き下げ、農業生産を再開できる条件の回復と安全な農作物の提供が図られるよう、推
定年間被ばく線量が 20 mSv を下回っている地域において、2 年後までに 50 %減少、長期
的には 1 mSv 以下になる程度に空間線量率を引き下げることが目標とされている[5]。 
そして、具体的な農地の除染方法については、耕起されていないところでは、表層部分
の土壌を削り取ることが適当であるが、土壌中の放射性セシウム濃度が 5000 Bq/kg 以下の
農地では、廃棄土壌が発生しない反転耕等を実施することが可能であり、土壌中の放射性
セシウム濃度が 5000 Bq/kg を超えている農地では、表土削り取り、水による土壌攪拌・除
去または反転耕を実施することが適当としている（図 3）。 
また、農地土壌の放射性物質除去に向けた取組のほか、栽培技術の工夫による放射性物
質濃度の低減や作物の吸収抑制対策にも取り組んでいる[5]。米について、食品中の放射性
物質の暫定規制値（500 Bq/kg）の超過がみられた地域を調査したところ、土壌中のカリウ
ム濃度が通常より低い場合や耕起が浅い場合に米の放射性セシウム濃度が高い傾向がみら
れため、平成 23（2011）年産米で高濃度となった地域において、土壌分析を行い、その結
果に応じて適正なカリウム施肥や深耕を推進し、吸収抑制の取組を支援することとしてい
る[5]。このように農地土壌の放射性物質除去方法や作物の吸収抑制対策には植物を利用し
た技術は実用化されていないことが判明した。 
 
 
 
 
 
 
 
8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3．除染技術の例 
[出典データ]農林水産省 
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Ⅰ-5．除染効果 
a．空間線量率 
それでは、除染による効果は実際どの程度なものなのか調べた。国や地方自治体が実施
した除染事業によると、空間線量率は平均で 30 ％〜50 ％低減した（表 2）。これまでの除
染事業（主に平成 24 年度以降に実施された除染事業の約 25 万データ）による効果をみる
と、除染前後の空間線量率は、0.36～0.93 μSv/h から、0.25～0.57 μSv/h と低減が確認さ
れている（平均値で、30～50 %程度）。また、空間線量率が高くなるにつれて、除染効果が
大きくなる傾向がみられる。 
 
表 2:国及び地方自治体が実施した除染事業における除染の効果 
空間線量率 
(測定の高さ 1ｍ) 
除染前:0.36～0.93 μSv/h 
除染後:0.25～0.57 μSv/h 
空間線量率の 
低減率（平均値）※ 
除染前 1μSv/h 未満 
32% 
除染前 1～3.8 μSv/h 
43% 
除染前 3.8 μSv/h 超 
51% 
表面汚染密度の 
低減率の例 
駐車場等のアスファルト舗装面:洗浄で 50～70 %、高圧洗浄で 30～70 %程度 
土のグラウンド:表土剥ぎで 80～90 %程度 
※各除染前線量区分における空間線量率の低減率の平均値 
（低減率（%）=（1－除染後空間線量率/除染前空間線量率）×100） 
[出典データ]12 月 26 日 環境回復検討会資料 より 
 
b．農地土壌の放射性セシウム濃度 
農地の除染効果に関しては、農林水産省が福島県相馬郡飯舘村内の長泥地区、小宮地区、
草野向押地区、及び川俣町 内の山木屋細田地区、山木屋日向地区の計 5 か所で実施した農
地除染実証工事に関する調査結果をまとめている。表土削り取りによって、作土層（表層 15 
cm まで）の放射性セシウム濃度は 8～9 割程度、地表 1 m の空間線量率は 6～8 割程度
減少した（表 3）。また、反転耕によって、作土層の放射性セシウム濃度は 6 割程度減少し
た（表土削り取り後の放射性セシウム濃度が低い状態で反転耕を実施、表 4）。さらに、1 回
の水による土壌撹拌・除去によって、深さ 15 cm までの作土層の放射性セシウム 濃度は 1
割程度低減したと推定される（表 5）。このことから、これらの除染事業による効果は期待
できると考えられる。 
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表 3:表土削り取りによる施工前～施工後の作土層の平均放射性セシウム濃度の低減状況 
地区名 面積(ha) 施工前(Bq/kg) 施工後(Bq/kg) 低減率(%) 
長沼 11.0 19650 1730 91 
小宮 11.9 10210 1210 88 
草野向押 7.0 9890 990 90 
山木屋細田 5.0 5200 750 86 
山木屋日向 5.1 4120 570 86 
[出典データ]農林水産省 
 
表 4:反転耕による表層 15cm の平均放射性セシウム濃度の低減状況 
地区名 面積(ha) 施工前
(Bq/kg) 
施工後
(Bq/kg) 
低減率(%) 
草野向押 0.6 1173 508 57 
                  [出典データ]農林水産省 
 
表 5:水による土壌撹拌・除去による施工前～施工後の作土層の放射性セシウム濃度の低減状況 
地区名 面積 
(ha) 
施工前※1 
(Bq/kg) 
排出土壌の 
重量(t) 
排出土壌の 
濃度(Bq/kg) 
施工後(推定) 
(Bq/kg)※2 
低減率(推定) 
(%)※2 
草野向押 0.6 870 9.7 7130 793 9 
※1 作土層の放射性セシウム濃度の測定平均値 
※2 排出土壌の重量及び放射性セシウム濃度から施工後の作土層の濃度、低減率を推定 
[出典データ]農林水産省 
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Ⅰ-6．高吸収植物による除染 
一方で、植物による除染が実用化されていない理由を明らかにするため、その効果はど
の程度か調査した。農林水産省は2011年に高吸収植物による除染の実証試験を実施してい
る。放射性セシウムを吸収する能力が高いと考えられている植物により土壌から吸収させ
て回収する技術（ファイトレメディエーション技術）について有効性を確認・実証するこ
とを目的とし、飯舘村二枚橋地区現地圃場（褐色森林土）でヒマワリを栽培（表6）、その
放射性セシウムの吸収量を測定した。 
 
表6．ヒマワリ栽培の試験設計および開花日 
試験地点 土壌 作期の気温 播種日 開花日 
飯館村現地 褐色森林土 20.0℃ 5 月 27 日 8 月 5 日 
[出典データ]農林水産省 
 
その結果、飯舘村現地圃場のヒマワリについて、開花時（8月5日）の放射性セシウム濃
度は硫安＋無カリ区において茎葉で52 Bq/kg、根で148 Bq/kgであった（表7）。この場合
の土壌（7,715 Bq/kg）から茎葉への移行率は0.00674であった。飯舘村現地圃場の土壌の
放射性セシウムは、平方メートル当たり、1,067,820 Bqと計算される。一方、ヒマワリの
収量（新鮮重）が約10 kg/m2、放射性セシウム濃度が52 Bq/kgとすると、平方メートルあ
たり520 Bqがヒマワリに吸収された計算になり、平方メートル当たりの土壌に含まれる放
射性セシウム（1,067,820 Bq）の約2,000分の1にあたる。このことから、ヒマワリによる
除染効果は小さいと考えられる。確定的ではないが、ヒマワリについては、吸収率が低く
除染に極めて長い時間がかかるため、実用的ではないとされている。 
 
表 7．ヒマワリの開花時の放射性セシウム濃度（飯館村二枚橋圃場） 
部位 区 Cs134 
Bq/kg,DW 
Cs137 
Bq/kg,DW 
Cs 合計 
Bq/kg,DW 
水分率 Cs 合計 
Bq/kg,FW 
茎葉 硫安+無カリ 
硫安+塩化カリ 
280 
140 
340 
185 
620 
325 
0.91 
0.91 
52 
31 
それぞれ 2 箇所の平均 
[出典データ]農林水産省 
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Ⅰ-7．植物調査の具体例 
また、日本植物学会が発行した『Journal of Plant Research 2014 年 1 月号』では福
島における野生植物、農作物、藻類の放射性セシウム汚染の現状とその制御に関わる調
査研究について特集されている。この中の調査研究においても、農林水産省の実証試験
同様、植物を利用した除染効果は困難であるとされている。 
 
a.福島第一原子力発電所事故から 1年後の農地に自生した野生植物 99種における土壌から
植物体への放射性セシウム移行係数の評価 
2011 年の事故から 1 年後の 2012 年に福島県飯舘村の高度に汚染された水田及び畑地に
自生する野生植物について、土壌表層に存在する放射性セシウムの植物体への移行係数を
測定したところ、植物種間で大きく変動した。さらに、 水田土壌において雑草群落による
放射性セシウムの除染効率を推定したが、ファイトレメディエーションには適用できない
ように思われた[6]。 
 
b.福島県で行なった植物による農地からの放射性セシウム除去の検証 
2011 年に放射性 Cs で汚染された福島県内の農地で 3 種 13 科の植物を栽培し、ファイト
レメディエーションの効果が検証された。土壌−植物間の移行係数や農地中の放射性 Cs の
減少率で有効な植物のスクリーニングを行なったが、圃場現場で現実的な効果を示すもの
は見出せなかった[7]。 
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Ⅰ-8．植物による除染技術 
植物による除染は実用的ではないと判明したが、作物への移行の低減には期待できるか
もしれない。植物による除去技術の方向性としては大きく二つが想定される。第一に、あ
くまでも固定態のセシウムも含めて強力に吸収する植物を用いて土壌中の絶対量を減らす
ことが想定される。第二に、植物に吸収されやすいセシウムだけを効率的に吸収すること
で、土壌中の絶対量は減らせなくても、次作以降の作物への移行や、圃場外への移動の低
減を期待することが考えられる（図 4）。さらに、後者については我が国ではまだ十分にデ
ータが得られていないことから本研究でもデータの取得を試みた[8]。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4．植物による除去技術 
山口紀子、「土壌-植物系における放射性セシウムの挙動」より改変 
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Ⅱ．実験方法 
 
Ⅱ-1．カバープランツ栽培 
カバープランツおよび野菜の栽培は福島県福島市内の実験圃場で実施した。圃場を二等
分し、カバープランツとしてイタリアンライグラス（Lolium multiflorum Lam.）を栽培す
る区（実験区）と栽培しない区（対照区）を設けた。 
 
a．福島市 
福島県中通りの北部に位置する都市で、福島県の県庁所在地。人口は約 28 万 4 千人。主
要産業は農業で、特に果物の全国的産地となっている[4]。福島第一原子力発電所から約 70 
km に位置している（図 5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5．福島県地図（『福島県ホームページ』） 
20 km ●福島第一原子力発電所 
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b．福島市実験圃場（2013 年） 
 2013 年、福島市にある福島大学（所在地：福島県福島市金谷川 1 番地）に隣接した圃場
に（図 6）、実験区としてイタリアンライグラス(Lolium multiflorum Lam.)を播種した区
を設けた。これはひげ根が土壌表層部に多く分布するイネ科植物によるセシウム 137 の除
去が効率的だとの知見から選択した[9]。また、対照区として何も播種しない区の 2 区画、
予備区としてイタリアンライグラスを播種した区を 1 区画、さらに、ヒユ科雑草（ホソア
オゲイトウ:Amaranthus patulus Bert. et Fiori 、アオゲイトウ:Amaranthus retroflexus 
L. 、ホナガイヌビユ:Amaranthus viridis L. 、イヌビユ:Amaranthus lividus L. var. 
ascendens Thell.）を播種した区を 2 区画の計 5 区画を設けた（図 7）。これらの雑草は放
射性セシウムを比較的高く吸収するとされる植物の代表として選択した[10]。 
左から順に、 
① イタリアンライグラス播種区（実験区） 
② 無播種区（対照区） 
③ イタリアンライグラス播種区（予備区） 
④ ホソアオゲイトウ、ホナガイヌビユ播種区 
⑤ イヌビユ、アオゲイトウ播種区 
①区については、イタリアンライグラスを一定期間栽培し、除去後に野菜（キュウリ、コ
マツナ、カブ）を栽培した。②区についても、①区と同様に、野菜（キュウリ、コマツナ、
カブ）を栽培した（写真）。①区については、イタリアンライグラスを一定期間栽培し、除
去後に野菜（ホウレンソウ、コマツナ、カブ）を栽培した。②区についても、①区と同様
に、野菜（ホウレンソウ、コマツナ、カブ）を栽培した。 
 
c．福島市実験圃場（2014 年） 
2014 年、福島市にある福島大学（所在地：福島県福島市金谷川１番地）に隣接した圃場
に（図 6）、実験区としてイタリアンライグラスを播種した区と、対照区として何も播種し
ない区の 2 区画、予備区としてイタリアンライグラスを播種した区を 2 区画の計 4 区画を
設けた（図 8）。 
左から順に、 
⑥ イタリアンライグラス播種区（実験区） 
⑦ 無播種区（対照区） 
⑧ イタリアンライグラス播種区（予備区） 
⑨ イタリアンライグラス播種区（予備区）とした。 
①区については、イタリアンライグラスを一定期間栽培し、除去後に野菜（キュウリ、コ
マツナ、カブ）を栽培した。②区については、①区と同様に、野菜（キュウリ、コマツナ、
カブ）を栽培した。 
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図 6．福島大学キャンパス内地図 ▼：圃場位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 3 2 1 
図 8．2014 年度福島市実験圃場区分け図 
①イタリアンライグラス播種区(実験区)、②無播種区(対照区)、 
③・④イタリアンライグラス播種区(予備区) 
図 7．2013 年度福島市実験圃場区分け図 
①イタリアンライグラス播種区(実験区)、②無播種区(対照区)、 
③イタリアンライグラス播種区(予備区)、④ホソアオゲイトウ、ホナガイヌビユ播種区、 
⑤イヌビユ、アオゲイトウ播種区 
1 2 3 4 5 
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Ⅱ-2．イタリアンライグラスとは 
学名 Lolium multiflorum Lam. イネ科（別名:ネズミムギ） 
地中海地方の原産で、別名 annualryegrass と呼ばれるように 1～越年生。日本には明治
初年に導入され、現在、北海道から沖縄まで広く栽培されており、最も重要な牧草のひと
つになっている。出穂性が極めて大きく種子生産能力が高いため、逸出しやすく路傍や畑
の雑草としてもよく観察される。越夏能力は乏しく枯死することが多いため、基本的には
種子で越夏する性質を持つ。初期生育が旺盛なことから主に採草利用されることが多い。
耐寒性が弱いので、秋播栽培は南東北以南から沖縄までの畑地・転換畑で主に用いられて
いる。また、耐雪性が弱いので、根雪日数 120 日を越す地帯の秋播には適さない。耐湿性
は強いので、水田裏作や、やや排水不良の転換畑の栽培にも適する。耐倒伏性は弱いので、
出穂始めまでに刈り取ることが必要である[11]。 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ-3．土壌試料の採取方法 
a.土壌採取方法 
 目盛りのついた柄付きシャベルを用いて、目視で深さ 0～15 cm の土壌を均等に 500g 以
上採取し、これを 1 試料とした。各区 5 ヵ所採取して計 5 試料とした。この作業を各採取
地点で行った。 
 
b.土壌採取位置 
調査圃場内に、0~15 cm の土壌についてその圃場の平均的な値が得られるように試料採
取地点 5 点を選定した[12]。圃場に対角線を引き、その交点 1 点及び当該交点と 4 つの頂点
を結んだ線の中点 4 点の計 5 点を土壌採取地点とした（図 9）。 
 
 
 
 
 
 
 
 図 9．試料採取位置の見取り図 
写真．イタリアンライグラス 
（ネズミムギ） 
学名 Lolium multiflorum 
Lam. 
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Ⅱ-4．土壌試料および植物体試料の放射性核種量の測定 
 
a．土壌試料の前処理 
 乾土重量あたりの放射性セシウム濃度を求めるために、土壌試料を計量後、1 L ビーカー
に入れ、乾熱滅菌器（110℃、48 時間）で乾燥させた後、乾燥した土壌試料を 2 mm のふ
るいを用いて、石やゴミを取り除いた。調査地点で採取した土壌試料は概ね 500～1,000 g
程度だが、放射性セシウム分析は 350mL のポリ容器に充填して行うため、分析供試量は
300～400 g 程度に過ぎない。そこで、土壌試料の均一化を行うため、350 mL ポリ容器に
詰め替え、330 g とした。 
 
b．植物体試料の前処理 
 採取した植物体試料には、根に土壌が付着していた。そこで、その土壌を除去するため
に水で丁寧に洗い流す作業を行い、付着している水を拭き取り、生重量を測定した。乾重
量あたりの放射性セシウム濃度を求めるために、植物体試料を 1 L ビーカーに入れ、乾熱
滅菌器（110℃、48 時間）で乾燥させた。その後、土壌試料と容器を統一するため、乾燥さ
せた植物体試料を 350 mL ポリ容器に詰め替え、植物体試料のみの乾重量を測定した。 
 
c．放射性核種を分析する装置 
 前処理した土壌と植物体は EMF211 型ガンマ線スペクトロメータを用いて放射性核種
（セシウム 134、セシウム 137、カリウム 40）の濃度を測定した。なおセシウム 134 とセ
シウム 137 濃度とを合わせた濃度をセシウム濃度（Cs）とした。 
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Ⅲ．結果・考察 
 
Ⅲ-1．2013 年福島市圃場から採取した試料の放射性核種の測定 
2013 年は土壌中放射性セシウム濃度の時間経過による変化、カバープランツ栽培による
土壌除染効果及び野菜への移行抑制効果を検証するために以下の 4 つの試料中における放
射性核種濃度を測定した。 
a) 土壌中(対照区、実験区、予備区)の放射性核種濃度 
b) 圃場に栽培したカバープランツ中(イネ科、ヒユ科)の放射性核種濃度 
c) 圃場に生育していた雑草中(マメ科、キク科)の放射性核種濃度 
d) カバープランツ除去後に栽培した野菜中(ｷｭｳﾘ、ｺﾏﾂﾅ、ｶﾌﾞ)の放射性核種濃度 
 
a．土壌中の放射性核種濃度 
時間の経過により土壌中の放射性セシウム濃度がどのように変化していくのか調査する
ために、また、対照区と実験区で土壌中の放射性セシウム濃度に差は生じるか（カバープ
ランツによる除染効果があるか）調査するために、2013 年 5 月から 10 月にかけて、福島
市圃場における土壌中の放射性核種（セシウム 134、セシウム 137、カリウム 40）濃度を
継続的に測定した。 
その結果、5 月には何も栽培していない土壌（対照区土壌）からは放射性セシウムが約 
2700 Bq/kg 検出され、カバープランツであるイタリアンライグラスを栽培した土壌（実験
区土壌）から放射性セシウムが約 2200 Bq/kg 検出された（図 10）。また、自然放射性物
質であるカリウム 40（K40）は対照区土壌からは約 900 Bq/kg 、実験区土壌から約 700 
Bq/kg 検出された（図 10）。 
8 月には、圃場の位置によって放射性核種濃度に差があるか確かめるために、対照区・実
験区土壌ではなく他区画の土壌中における放射性核種濃度の測定を行った。ここでは、イ
タリアンライグラスを播種した区（図 3:③区画）と雑草(ヒユ科)を播種した区（図 3:④区
画）の土壌中の放射性核種濃度を測定した。その結果、イタリアンライグラスを播種した
土壌からは放射性セシウムが約 2100 Bq/kg 検出され、カリウム 40 が約 700 Bq/kg 検出さ
れた（図 10）。雑草を播種した土壌からは放射性セシウムが約 1200 Bq/kg 検出され、カリ
ウム 40 が約 500 Bq/kg 検出された（図 10）。 
9 月には、再度、対照区、実験区土壌中の放射性核種濃度を測定した。対照区土壌からは
放射性セシウムが約 2900 Bq/kg 検出され、実験区土壌から約 2400 Bq/kg 検出された（図
10）。また、カリウム 40 は対照区からは約 980 Bq/kg 、実験区から約 760 Bq/kg 検出さ
れた（図 10）。 
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10 月には、イタリアンライグラスと比較するために選択したヒユ科雑草を栽培した土壌
中の放射性核種濃度を測定した。その結果、放射性セシウムが約 980 Bq/kg 検出され、カ
リウム 40 が約 530 Bq/kg 検出された（図 10）。 
11 月には、三度、対照区、実験区の土壌について放射性核種濃度を測定した。対照区土
壌からは放射性セシウムが約 1200 Bq/kg 検出され、実験区から約 1800 Bq/kg 検出され
た（図 10）。また、カリウム 40 は対照区土壌から約 470 Bq/kg 、実験区土壌から約 640 
Bq/kg 検出された（図 10）。 
 5 月に採取した対照区土壌の放射性セシウム濃度が約 2700 Bq/kg に対し、11 月に採取し
た対照区土壌の放射性セシウム濃度は約 1200 Bq/kg まで低下した。時間の経過により土壌
中の放射性セシウムが減少する傾向にあることが考えられる。これは序論で述べたように、
福島市圃場においても同様の結果となった。しかし、9 月に採取した対照区土壌の放射性セ
シウム濃度が高くなっている等の変化は、土壌の採取位置の差によって濃度が変化したと
考えられる。また、5 月、9 月においてカバープランツを栽培した実験区土壌中の放射性セ
シウム濃度の方が低濃度で検出された。なお、自然放射性物質であるカリウム 40 濃度に大
幅な差は見られないことから、これらの測定結果は正確であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10．福島市圃場で 2013 年 5 月から 11 月に採取した土壌中の放射性核種濃度。
値は乾重量当たりの濃度を表す。 
単位 Bq/kg。値は 5 回の平均値、標準誤差を示す。 
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b．圃場に栽培したカバープランツ中(イネ科、ヒユ科)の放射性核種濃度 
実験区土壌中の放射性セシウム濃度は対照区土壌中のそれより低く検出されたが、この
原因はカバープランツによる効果か確かめるために、カバープランツとして実験区土壌に
栽培したイタリアンライグラス（イネ科）とヒユ科雑草中の放射性核種濃度を測定した。
2012 年 11 月に作付し、2013 年 5 月に採取したイタリアンライグラスから放射性セシウム
は約 90 Bq/kg 検出され、自然放射性物質であるカリウム 40（K40）はイタリアンライグ
ラスからは約 150 Bq/kg 検出された（図 11）。 
イタリアンライグラスと比較するために、放射性セシウムを比較的高く吸収するとされ
るヒユ科雑草を 2013 年 8 月から 2013 年 10 月にかけて約 2 か月間栽培した後、放射性核
種濃度を測定した。その結果、放射性セシウムが約 81 Bq/kg、カリウム 40 が約 130 Bq/kg
検出された（図 11）。 
 イタリアンライグラス中から検出された放射性セシウム濃度では、残念ながら土壌中の
放射性セシウムを十分に吸収したとは言い難い。この結果は、序論で述べた通りになった。
また、イタリアンライグラス中の放射性セシウム濃度はヒユ科雑草中の放射性セシウム濃
度よりも高く検出された。このことから、イタリアンライグラスも放射性セシウムを比較
的高く吸収する植物であると考えられる。 
 
c．圃場に生育していた雑草中(マメ科、キク科)の放射性核種濃度 
圃場に栽培したカバープランツでは、土壌中の放射性セシウムを十分に吸収することは
難しいという結果になった。そこで、福島市圃場に元々生育していた雑草中の放射性セシ
ウム濃度はどの程度になるか調査した。圃場周辺に生育していた雑草の中から、主に、マ
メ科雑草のシロツメクサ（Trifolium repens）、キク科雑草のヒメムカシヨモギ（Conyza 
canadensis）を 5 月に採取して放射性核種濃度を測定した。その結果、シロツメクサから
は放射性セシウムが約 500 Bq/kg 検出され、ヒメムカシヨモギからは約 670 Bq/kg 検出さ
れた（図 12）。また、カリウム 40 はシロツメクサから約 120 Bq/kg、ヒメムカシヨモギか
ら約 230 Bq/kg 検出された（図 12）。 
 シロツメクサ、ヒメムカシヨモギともに圃場周辺に生育していた雑草中の放射性セシウ
ム濃度は、圃場に栽培したカバープランツ中の濃度の約 5～7 倍検出された。この結果は、
これらの雑草の放射性セシウム吸収能力が高い可能性もあるが、当時、放射性 Cs 濃度が
2500Bq/kg 程度であった表層土が根に付着したままであった可能性も考えられる。 
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d．カバープランツ除去後に栽培した野菜中(ｷｭｳﾘ、ｺﾏﾂﾅ、ｶﾌﾞ)の放射性核種濃度 
カバープランツによる土壌除染効果は難しいという結果になったが、カバープランツを
栽培することにより野菜への放射性セシウムの移行は抑制されるか調査した。2012 年 12
月から 2013 年 5 月にかけてイタリアンライグラスを栽培した後、除去したとき（2013 年
6 月）にキュウリ（Cucumis sativus L.）、コマツナ（Brassica rapa var. perviridis）、カブ
（Brassica rapa L.）を播種した。これらの作物はそれぞれ果実、葉、根を食用とする作物
の代表として選択した。約 3 か月間栽培、同年 9 月に採取し、それぞれの可食部分（キュ
ウリ：果実、コマツナ：葉、カブ：根）の放射性セシウム濃度を測定した。その結果、キ
ュウリ中の放射性セシウムが対照区で約 25 Bq/kg、イタリアンライグラスをあらかじめ栽
培した実験区で約 19 Bq/kg、コマツナ中ではそれぞれ約 56 Bq/kg、約 36 Bq/kg、カブ中で
はそれぞれ約 42 Bq/kg、約 41 Bq/kg であった（図 13）。 
また、2013 年 9 月から 2013 年 11 月にかけてホウレンソウ（Spinacia oleracea）、コマ
ツナ、カブを栽培した。約 2 か月間栽培し、それぞれの可食部分（ホウレンソウ：葉、コ
マツナ：葉、カブ：根）の放射性セシウム濃度を測定した。その結果、ホウレンソウ中の
放射性セシウムが対照区で約 74 Bq/kg 検出され、イタリアンライグラスをあらかじめ栽培
した実験区では生育不良により測定できなかった。コマツナ中ではそれぞれ約 19 Bq/kg、
約 20 Bq/kg、カブ中は対照区で生育不良により測定できず、実験区では約 26 Bq/kg 検出さ
れた（図 14）。 
図 11．福島市圃場で 2013 年 5 月と 10
月に採取したカバープランツ中の放射性
核種濃度。値は生重量当たりの濃度を表
す。単位 Bq/kg。値は 4 回の平均値、標
準誤差を示す。 
図 12．福島市圃場周辺で生育していた雑
草（マメ科・キク科）中の放射性核種濃
度。     
単位は Bq/kg（生重量）。値は 2 回の平均
値、標準誤差を示す。 
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 実験結果より、殆どの野菜中の放射性セシウム濃度は対照区と実験区で差が見られなか
った。しかし、2013 年 9 月に採取したコマツナの放射性セシウム濃度が実験区で低下して
いることから、野菜への移行を抑制する効果が期待できるかもしれないと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ-2．2014 年福島市圃場から採取した試料の放射性核種の測定 
2014 年は前年度結果の再現性を確かめる目的として、土壌中放射性セシウム濃度の時間
経過による変化、カバープランツ栽培による土壌除染効果、及び野菜への移行抑制効果を
検証するために以下 3 つの試料中の放射性核種濃度を測定した。 
a) 土壌中の放射性核種濃度 
b) 圃場に栽培したカバープランツ中の放射性核種濃度 
c) カバープランツ除去後に栽培した野菜中の放射性核種濃度 
 
a．土壌中の放射性核種濃度 
前年度と同様、2014 年 5 月から 10 月にかけて、福島市圃場における土壌中の放射性核
種（セシウム 134、セシウム 137、カリウム 40）濃度を継続的に測定した。 
5 月に福島市圃場の実験区・対照区から採取したそれぞれの土壌について放射性核種濃度
を測定した。その結果、対照区土壌からは放射性セシウムが約 1300 Bq/kg 検出され、実
験区から約 1400 Bq/kg 検出された。また、自然放射性物質であるカリウム 40（K40）は
福島市土壌の対照区からは約 470 Bq/kg 、実験区から約 470 Bq/kg 検出された（図 15）。 
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図 14．福島市圃場で栽培した野菜における
可食別の放射性セシウム濃度。単位は
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図 13．福島市圃場で栽培した野菜にお
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6 月にも、福島市圃場の実験区・対照区から採取したそれぞれの土壌について放射性核種
濃度を測定した。その結果、対照区土壌からは放射性セシウムが約 1800 Bq/kg 検出され、
実験区から約 2000 Bq/kg 検出された。また、カリウム 40 は福島市土壌の対照区からは約 
470 Bq/kg 、実験区から約 580 Bq/kg 検出された（図 15）。 
7 月にも、福島市圃場の実験区・対照区から採取したそれぞれの土壌について放射性核種
濃度を測定した。その結果、対照区土壌からは放射性セシウムが約 1800 Bq/kg 検出され、
実験区から約 1900 Bq/kg 検出された。また、カリウム 40 は福島市土壌の対照区からは約 
580 Bq/kg 、実験区から約 530 Bq/kg 検出された（図 15）。 
9 月には、福島市圃場の実験区・対照区から採取したそれぞれの土壌および予備区として
イタリアンライグラスを栽培した土壌について放射性核種濃度を測定した。その結果、対
照区土壌からは放射性セシウムが約 1700 Bq/kg 検出され、実験区から約 1800 Bq/kg 検
出され、予備区から約 2100 Bq/kg 検出された（図 15）。また、カリウム 40 は対照区から
は約 490 Bq/kg 、実験区から約 470 Bq/kg 検出された。予備区土壌から約 670 Bq/kg 検
出された（図 15）。 
10 月には、福島市圃場の実験区・対照区から採取したそれぞれの土壌について放射性核
種濃度を測定した。その結果、対照区土壌からは放射性セシウムが約 1700 Bq/kg 検出さ
れ、実験区から約 1900 Bq/kg 検出された（図 15）。また、カリウム 40 は福島市土壌の対
照区からは約 560 Bq/kg 、実験区から約 570 Bq/kg 検出された（図 15）。 
2014 年は 5 月から 10 月にかけて、時間の経過により土壌中の放射性セシウム濃度に大
幅な変化は見られなかった。また、対照区土壌、実験区土壌で放射性セシウム濃度に大き
な差は見られなかった。なお、自然放射性物質であるカリウム 40 濃度に大幅な差は見られ
ないことから、これらの測定結果は正確であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 15．福島市圃場で 2014 年 5 月から 10 月に採取した土壌中の放射性核種濃度。
値は乾重量当たりの濃度を表す。単位 Bq/kg。値は 5 回の平均値、標準誤差を示す。 
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b．圃場に栽培したカバープランツ中の放射性核種濃度 
カバープランツが土壌中の放射性セシウムを十分に吸収するか検証するために、5 月から
9 月に福島市圃場から採取したイタリアンライグラスについて放射性核種濃度を測定した。 
その結果、5 月に採取したイタリアンライグラスから放射性セシウムが約 60 Bq/kg 検出さ
れ、カリウム 40 が約 200 Bq/kg 検出された（図 16）。6 月には、放射性セシウムが約 60 
Bq/kg 検出され、カリウム 40 が約 50 Bq/kg 検出された（図 16）。7 月には、放射性セシ
ウムが約 130 Bq/kg 検出され、カリウム 40 が約 280 Bq/kg 検出された（図 16）。9 月に
は放射性セシウムが約 130 Bq/kg 検出され、カリウム 40 が約 50 Bq/kg 検出された（図
16）。 
栽培した時期によって検出された放射性セシウム濃度に差がみられた。本研究の実験圃
場で栽培したイタリアンライグラスは約 50~150 Bq/kg の放射性セシウムを吸収した。前年
度と同様、残念ながら土壌中の放射性セシウムを十分に吸収したとは言い難い結果となっ
た。しかし、カリウム 40 濃度にも差がみられるため、測定が不正確である可能性も考えら
れる。 
 
c．カバープランツ除去後に栽培した野菜中の放射性核種濃度 
一方で、カバープランツ栽培による野菜への放射性セシウム移行抑制効果を検証するた
めに、イタリアンライグラスの栽培、除去後に、2014 年 9 月から 10 月にかけて約 2 か月
間、キュウリ、コマツナ、カブの栽培をおこなった。その後、10 月に収穫できたカブ中の
放射性核種濃度を測定した。その結果、カブの放射性セシウム濃度は対照区で約 24 Bq/kg、
実験区で約 23 Bq/kg検出され、カリウム 40は対照区で約 350 Bq/kg、実験区で約 400 Bq/kg
検出された（図 17）。キュウリ、コマツナは収穫することができず濃度測定ができなかった。 
前年度の結果のように、カブ中の放射性セシウム濃度は対照区と実験区で差が見られな
かった。また、キュウリ、コマツナの放射性セシウム濃度を測定できなかったことから、
測定データが不十分なため引き続き実験を行う必要がある。 
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Ⅲ-3．福島市の実験圃場土壌中の放射性セシウム濃度変化 
上記の実験Ⅲ-1 とⅢ-2 の結果を以下、土壌中の放射性セシウム濃度変化、カバープラ
ンツによる除染の検証、カバープランツによる野菜への吸収抑制の検証の 3 つにまとめ
た。 
 
a．土壌中の放射性セシウム濃度変化 
 福島第一原発事故約 1 年半後の 2012 年 11 月から 2014 年 10 月までの約 2 年間、福島市
の実験圃場土壌中の放射性セシウム濃度測定を継続的に行ったので結果をまとめた。 
2012 年 11 月の調査では土壌中に約 2700 Bq/kg の放射性セシウムが検出されたが、2013
年 11 月には約 1200 Bq/kg と減少し、その後 2014 年にかけては 1400～1900 Bq/kg と大き
な変化が見られなくなった（図 18）。土壌放射性セシウム濃度をセシウム 134、137 濃度に
分けて示すと、2012 年 11 月から 2014 年 10 月にかけてセシウム 134 濃度が約 1000 Bq/kg
から約 400 Bq/kg まで低下したのに対し、セシウム 137 濃度は約 1700 Bq/kg から約 1400 
Bq/kg に低下した（図 18）。 
 
 
図 16．福島市圃場で 2014 年 5 月から 9 月
に採取したイタリアンライグラス中の放射
性核種濃度。値は生重量当たりの濃度を表
す。単位 Bq/kg。値は 4 回の平均値、標準
誤差を示す。 
図 17．福島市圃場で 2014 年 9 月から
10 月に栽培したカブの放射性セシウ
ム濃度。単位は Bq/kg（生重量）。値は
1 回の測定値を示す。 
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セシウム 134 の半減期が約 2 年であることを考えると、この 2 年間のセシウム 134 濃度
の低下はセシウム 134 の壊変によるものが大きいと考えられる。一方セシウム 137 の半減
期は約 30 年であり、2 年間での壊変は約 4 %と計算できることから、約 1400 Bq/kg まで
低下したのは、雨などによる土壌からの流亡等の外的要因が大きいと考えられる。これら
のことは、序論で述べたように土壌中の放射性物質が物理的な減衰や自然要因等によって
大幅に減少してきていると考えられる。 
また、2013 年 11 月から 2014 年にかけて土壌放射性セシウム濃度の変化が少ないのは、
残存した放射性セシウムが土壌粒子中に固着したためと考えられ、今後、自然現象による
土壌中の放射性セシウム濃度の大きな低下は見込まれないと予想される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 18．福島市圃場で 2012 年 11 月から 2014 年 10 月に採取した土壌中の放射性セシウ
ム濃度。単位は Bq/kg（乾重量）。値は 5 回の平均値、標準誤差を示す。 
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b．土壌中の放射性セシウム濃度と空間線量率の相関関係 
上記の土壌中の放射性セシウム濃度結果を空間線量率として換算するとどれくらいにな
るか知るため以下の方法を用いた。 
文部科学省は、土壌中のセシウムの濃度（ベクレル）と、空間線量率（μSv/h）との相関
関係 を示す式を求めて公表している（文部科学省が現地で測ったデータを最小二乗法で求
めた土壌汚染と空間線量率の相関関係の式）。  
空間線量率（μSv/h）を A とし、土壌中の Cs134，137 の合算濃度（Bq/kg）を B とする
と、A，B の間には、以下の関係式が成立する。 
Log(A）＝0.815 × Log(B）－3.16 - 式① 
この 2 年間で土壌中の放射性セシウム濃度は最大で約 3000 Bq/kg 検出され、最近では、
約 1800 Bq/kgへと低下している。この値を空間線量率に換算すると、それぞれ約 0.5 μSv/h、
約 0.3 μSv/h となる（式①）。これは序論で述べた空間線量率の推移と同様に減少している。 
また、この約 0.3 μSv/h の空間線量率は 1 年間で約 2600 μSv の放射線を受けることにな
るが、これは成田-ニューヨーク往復一回の被ばく線量を 150 μSv とすると[13]、年間十数
往復分に相当する。私がこの 3 年間、福島市圃場での調査、栽培に関わった経験も交える
と、風評被害対策がまだまだ必要であるが、福島の土地で生活し、農作業での被ばく量は
航空機乗務員とほぼ同等であることから、現地における農業継続は十分可能だと思われる。 
 
Ⅲ-4．カバープランツによる除染の検証 
a．2012 年 12 月から 2013 年 5 月までの検証 
 カバープランツ栽培により圃場土壌の放射性セシウム濃度が低下するかどうかを検証し
た。2012 年 12 月から 2013 年 5 月にかけて実験圃場にカバープランツとしてイタリアンラ
イグラスを栽培し、約半年間の栽培後、イタリアンライグラスおよび栽培土壌を採取した。
放射性セシウム濃度を測定したところ、イタリアンライグラスを栽培しない対照区土壌の
放射性セシウム濃度は約 2700 Bq/kg、栽培した実験区土壌では約 2200 Bq/kg 、イタリア
ンライグラスからは約 90 Bq/kg 検出された（図 10・11）。 
 
b．2014 年 9 月から 2014 年 11 月までの検証 
前年度結果の再現性を確認するために、2014 年 9 月から 11 月にかけて同様の栽培をお
こなった。その結果、対照区土壌からは放射性セシウムが約 1700 Bq/kg、実験区土壌から
は約 1800 Bq/kg、イタリアンライグラスからは約 130 Bq/kg が検出された（図 15・16）。 
 
c．移行係数（2013 年） 
ここで以下に定義する実験Ⅲ-1 における土壌中の放射性セシウムの植物体への移行の度
合いを表す指標である「移行係数」を求めると、 
植物体の放射性セシウム濃度（Bq/kg）÷土壌中の放射性セシウム濃度（Bq/kg） 
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90 Bq/kg（図 11） ÷2200 Bq/kg（図 10） ≒0.04 となる（表 8）。 
 
d．移行係数（2014 年） 
同様に、実験Ⅲ-2 の 2014 年 11 月に福島市圃場から採取した試料の放射性核種の測定の
結果から移行係数を求めると、 
130 Bq/kg（図 16）÷1800 Bq/kg（図 15）≒0.076 になる（表 8）。 
 
e．放射性セシウム濃度の重量‐面積当たりの換算 
本研究では土壌中の放射性セシウム濃度を Bq/kg で表示したものであり、農林水産省に
よる試験では地表面の放射性セシウム濃度を Bq/m2 で表示してある。まず、これら両者の
値を換算することを試みた。本研究の試料採取方法は、作土 15cm までの土壌を採取したも
のとし、土壌の比重を 1 と仮定した。したがって、1kg の土壌は 0.001m3の土壌に相当す
る。また、放射性核種は降下したすぐ後であり、放射性セシウムは土壌表面に付着してい
るものとする。そこで、次の等式が成立する。 
0.15×X2＝0.001 
ただし、X は切り取った土壌の X、Y 軸方向の 1 辺の長さ（m） 
1m2当たりに換算するためには 1/X2＝1÷0.001/0.15＝150（倍） 
しかし、畑の生土には水分が 18%程度含まれていると仮定する。したがって、係数は畑土
壌では 123 になると考えられる。そこで畑土壌では Bq/kg×123＝Bq/m2となる。ただし、
これらの係数は仮定を置いたものであるので、仮定が正しくなければ計算して出てきた値
は間違っていることになる[14]。 
 
e．土壌除染の効果（2013 年） 
実験Ⅲ-1 の結果と面積当たりの換算からイタリアンライグラスのセシウム吸収効果が土
壌浄化に繋がるのかを考えてみる。 
福島市圃場の土壌の放射性セシウムは、2200 Bq/kg×123＝270,600 Bq/m2となり、平方
メートル当たり、270,600 Bq と計算される（表 8）。一方、イタリアンライグラスの収量（新
鮮重）が約 0.6 kg/m2（表 8）、放射性セシウム濃度が 90 Bq/kgとすると、90 Bq/kg×0.6 kg/m2
＝54 Bq/m2となる。平方メートルあたり 54 Bq がイタリアンライグラスに吸収された計算
になり（表 8）、平方メートル当たりの土壌に含まれる放射性セシウム（270,600 Bq）の約
0.02 %にあたる（表 8）。この値は序論で述べた農林水産省の高吸収植物による除染の実証
試験での吸収率、約 0.05 %より小さく、今回の検証ではイタリアンライグラスによる放射
性物質の除去効果は低いと考えられる。 
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g．土壌除染の効果（2014 年） 
2014 年の結果から、福島市圃場の土壌の放射性セシウムは、1800Bq/kg×123＝221,400 
Bq/m2となり、平方メートル当たり、221,400 Bq と計算される（表 8）。一方、イタリアン
ライグラスの収量（新鮮重）が約 0.3 kg/m2（表 8）、放射性セシウム濃度が 130 Bq/kg と
すると、130 Bq/kg×0.3 kg/m2＝39 Bq/m2となる。平方メートルあたり 39 Bq がイタリア
ンライグラスに吸収された計算になり（表 8）、平方メートル当たりの土壌に含まれる放射
性セシウム（221,400 Bq）の約 0.018 %にあたる（表 8）。残念ながら、前年度と同様の結
果が得られた。よってイタリアンライグラスによる放射性物質の除去効果は低いと考えら
れる。 
 
表 8:福島市圃場で栽培したカバープランツへの土壌放射性 Cs の吸収率。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
移行係数は植物体中の放射性 Cs 濃度を土壌中の放射性 Cs 濃度で割った値を示す。 
吸収率は植物体が吸収した放射性 Cs 量（Bq/m2）を土壌中の放射性 Cs 量（Bq/m2）で割
り 100 を掛けた値を示す。 
 
Ⅲ-5．カバープランツによる野菜への吸収抑制の検証 
a． 2012 年 12 月から 2013 年 5 月までの検証 
カバープランツ栽培による土壌除染効果の検証に続いて、野菜への放射性セシウム吸収
抑制効果を検証した。2013 年 9 月に収穫したキュウリ、コマツナ、カブの放射性セシウム
濃度を測定した結果、キュウリ中の放射性セシウムは対照区で約 25 Bq/kg、実験区で約 19 
Bq/kg、コマツナ中ではそれぞれ約 56 Bq/kg、約 36 Bq/kg、カブ中ではそれぞれ約 42 Bq/kg、
約 41 Bq/kg であった（図 13）。対照区土壌と実験区土壌中の放射性セシウム濃度差よりも
これらの土壌で栽培したコマツナ中の放射性セシウム濃度差の方が大きい傾向があったこ
とから、イタリアンライグラスは土壌中の可溶性セシウムをあらかじめ吸収することで、
コマツナのセシウム吸収量を低下させたのかもしれない結果となった。 
 
一方、キュウリ、カブで対照区と実験区における放射性セシウム濃度に大きな差は見ら
日付 
ｶﾊﾞｰﾌﾟﾗﾝﾂ中 
放射性 Cs 濃度 
土壌中 
放射性 Cs 濃度 
移行 
係数 
2013 年 5 月 90 Bq/kg 2200 Bq/kg 0.04 
2014 年 9 月 130 Bq/kg 1800 Bq/kg 0.076 
ｶﾊﾞｰﾌﾟﾗﾝﾂ収穫量 
ｶﾊﾞｰﾌﾟﾗﾝﾂ 
吸収量 
土壌中 
放射性 Cs 量 
吸収率 
0.6 kg/ m2 54 Bq/m2 270600 Bq/m2 0.02 % 
0.3 kg/ m2 39 Bq/m2 221400 Bq/m2 0.018% 
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れなかった。なお、いずれの値も「食品中に含まれる放射性物質濃度の基準値（厚生労働
省）」100 Bq/kg（一般食品）を下回っていた（図 13）。 
 
b．2014 年 9 月から 2014 年 11 月までの検証 
前年度結果の再現性を確認するために、2014 年 11 月に収穫したカブの放射性セシウム
濃度を測定した。その結果、カブの放射性セシウム濃度は対照区で約 24 Bq/kg、実験区で
約 23 Bq/kg であった（図 17）。キュウリ、コマツナは収穫することができず、濃度測定が
できなかった。 
 
 
Ⅲ-6．今後の展望 
本研究でも、植物による放射性セシウムの除染は難しいという結果になった。 
しかし、植物に吸収されやすいセシウムだけを効率的に吸収することで、土壌中の絶対量
は減らせなくても、次作以降の作物への移行の低減を期待できるかもしれない結果が得ら
れた。本研究での結果では十分だとは言えないので、今後も同様の実験をおこなうことで
再現性を確かめる必要がある。 
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